



大 束 貢 生
要 旨
この小論 の目的 は1999年 に行 われた近畿圏有権者調査 でのく 政策 への意見〉
に関す る調査結果か らく政策 への意見〉 に関す るいくっかの構 造を変数 の考察
や ジェンダーの視点か ら分析 する ことにある。 このため全体の因子分析 や性別
の因子分析を行い,因 子構造 と変数 の節約 に関す る考察 を行 った。
〈 政策 への意見〉 全体 に関す る因子分析で は 【新 しい政策 課題 】 【市民 活動
型政策課 題】【保守 的な政策課題】【利益誘導型政策課題】4因 子が析出された。
また変数 の削除によ るよ り少 ない変数 による項 目に関 しては,少 な くとも 「女
性の社会 進出のために国は労働 ・家族政策を進 め るべき」 と 「地方議会 に女性
議員 が もっと増 えるべ き」 の2項 目と 「政府 は原子力発電所 を減 らす よう努力
すべ き」 「政府 は防衛力 の削減 を進 めるべ き」 の2項 目のどち らか一方 の変 数
が意 味構成上 か ら重 な りが大 き く,同 一の意見 にっ いて質問 していると考え ら
れる。 したが って この両者の うち どち らか1項 目を削除 した10項 目によって も
以上見 て きた因子構造が析出 され ると考え られる。
次 に性別 とい う属性 によるく政策への意 見〉 の因子構造 にお ける差異 につい
て概観 した。男性 の因子分析では 【新 しい政策課題】【組織 的市民 運動 型政策
課題】【保守的 な政策課題】【利益誘導型政策課題】4因 子が析出 された。 これ
は全体 の因子構造 とほぼ同一の傾 向を示 している。女性 の因子分析で は 【新 し
い政策課題】【組織的市民運動型 政策課題】【保守的な政策課題】 【ネッ トワー
ク的市民運動型政策課題】【利益誘導型政策課題】 と解釈 され る。 全体 の因子
分析 と比較 してみ ると 【市 民運動型政策課題】,因 子 につ いて男性が 「組織 的」
のみであ り,女 性が 「組織 的」 と 「ネ ッ トワーク的」 に分かれてい るところに
特徴があ る。 この特徴 に関 して 日本 の運動組織団体の中心メンバーが男性に偏 っ
てお り,女 性 の政策提言の場 ではない ことか ら,女 性 は自分たちのネ ッ トワー
クを利用 した組織か ら提言 してきたのではないか と考えた。






1999年 に成立し2000年4月 に施行 された地方分権一括法は,国 と地方 自治体
を同等の立場であると捉えることで,地 方自治体が地域行政を自主的 ・総合的
に担 う役割を持っことを規定している(総 務省2001)。 これは戦後一貫 して
続いてきた,国 の指導監督下に地方自治体が仕事を行 うという国と地方公共体
の関係の崩壊を意味 している。1960年 代か らの行財政改革の流れの中で1),地
方分権一括法は2001年1月 に行われた省庁再編とともに中央政界における政党 ・
財界 ・中央官僚機構が形成 している 「鉄の三角形」(田 中滋1997)を 打破 し,
21世紀の日本社会の形成する上で重要な意味を持っていると考えられる。
しか しながらこうした地方分権の流れは地方自治体ごとに小 さな 「鉄の三角
形」が形成される危険性をも孕んでいる。地方自治体においても頻発す る地方
議員 ・地方財界 ・地方官僚機構の癒着はこうした危険性を警告 していると考え
られる。青木康容は明治期の日本の経済を発展志向型の経済モデルである市場 ・
国家 ・団体か ら分析 し,日 本の伝統的な共同体秩序の維持と利益の分け前の確
保 という日本型の業界団体の分析を行っている(青 木1997)。 この 日本型の
業界団体と地方議員 ・地方官僚機構との協調を排除するためには,こ うした団
体 に取 って代わるべき地域住民の組織が必要 とされるであろう。そのためには,
地方の自己決定権の確立の問題として地域住民の意志を反映する組織や,そ の
組織を含む新 しいシステムを構築することが重要であると考え られる2)。また








識が非常に悪化 し回収率の低下 しっっある。瀧本佳史は,有 意義な社会調査の
ためには,調 査主体が調査対象者に対 して調査を行 うことによってどれだけ社
会に貢献できるのかを説明するとともに,調 査対象者の負担を軽 くするために,
より少ない変数において分析を行えるようにするべきであると言 う(瀧 本20
02)。 この小論においても分析に必要十分な構造をより少ない変数群か ら明 ら
かにすることも考えたいと思 う。
またこうした政策への意見に関 しては従来から性別によって差があると言わ
れてきた。 このく性別(女 性と男性)〉 という属性は,年 齢,職 業,学 歴,政
党支持,収 入などと同 じく数多 くの統計資料で変数 として使用されている。属
性はく本質的な属性〉 とく獲得された属性〉 とに区分されることが多いが,性





きたいと思 う。21世 紀も始まり日本においては,男 女共同参画社会や地方分権
型社会の形成に向けた動きがみられる。 こうん た社会において必要 とされるの
は,す べての人々の意思決定 システムへの参加と参画であろう。 この参加 と参






地方自治研究会では地域社会(代 表:青 木康容佛教大学教授)の 政治構造と




表1.〈 政 策 へ の意 見 〉 に関 す る質 問 項 目
【23】政策 に関す るつ ぎのような意見 にっ いて,あ なた 自身 はどのよ うにお考 えですか。 それぞれの





A.国 の権 限を,も っと地方 に移譲 するべ きで あ
る
1 2 3 4 5
B.限 られた予算 は,地 方 よ り都市部 の基盤整理
に用い られるべ きである
1 2 3 4 5
C.政 府 は,農 業 を もっと保 護すべ きだ 1 2 3 4 5
D.政 府 は,原 子 力発電所を減 らすよ う努 力すべ
きだ
1 2 3 4 5
E.政 府 は防衛力の削減を進め るべ きだ 1 2 3 4 5
F.ゴ ミや産業廃棄物 の処理で は,特 定の地域に
迷惑がかか るの も しか たがな い
1 2 3 4 5
G.自 然 はで きるだ け保護す る必要が あるので,
公共事業が多少 しに くくなって も しか たが ない
1 2 3 4 5
H.女 性の社会進出のために,国 は積極的に労働
政策や家族政策を進めるべきである
i 2 3 4 5
1.地 方議会 に女性議員 がもっと増 えるべきで あ
る
1 2 3 4 5
J.情 報公開は行政機関の不正の防止に役立って
いる
1 2 3 4 5
K.行 政が公開する情報に制限があるのはやむお
えない
1 2 3 4 5
L.行 政の円滑 な運 営を さまたげ ることがあ って
も情報公開は進 め るべ きだ
1 2 3 4 5
よるアンケー トによる方法で行 った。1999年 の近畿圏の有権者を対象とする調
査は,1999年11月 から12月にかけて近畿2府4県 の有権者から確率比例抽出法







ア ンケ ー トの集 計 結 果 につ い て,統 計 パ ッケ ー ジ,(SPSS10.OJ)に よ って分
析 を お こ な っ た。 以下 で は因子 分 析,相 関 分 析 に よ って,〈 政 策 へ の意 見 〉 に




みる(表2)。 平均値は数字の小さい方が当該項目に対 して賛成を示 している。
この場合,最 小値(そ う思 う)は 「1」,最 小値(そ う思、わない)は 「5」 で
ある。〈そう思、う〉の多い項 目は 「情報公開は行政の不正防止に役立っ(平 均
値,2.01:以 下平均値略)」 「自然保護 のために公共事業の制限は仕方 がない
表2.政 策への意見 因子 分析結果
平均 分散
成 分
i 2 3 4
女性の社会進出のために国は労働・家族政策を進めるべき 2.07 1・1 0.799
地方議会に女性議員がもっと増えるべき 2.37 0.99 0.776
国の権限は地方に委譲すべき 2.06 1' 0.574
情報公開は行政の不正防止に役立っ 2.01 0.91 0.550
政府は原子力発電所を減らすよう努力すべき 2.56 1.28 0.761
政府は防衛力の削減を進めるべき 2.73 1.32 0.754
自然保護のために公共事業の制限はしかたがない 2.02 1': 0.478 0.310
行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき 2.26 1.50 0.337 0.714
行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない 3.25 1: 一 〇.703 0.423
政府は農業を保護すべき 2.37 1.16 0.378 1':
ごみや産廃では特定の地域への迷惑はしかたがない 3.56 1.28 0.720
予算は都市部の基盤整備に使用すべき 3.47 1.23 1・ ・1
寄与率(累 積寄与率:54.2%) 17.6% 13.7% 11.5 11.3%












の相関係数が高 く(表3),特 定地域への利害の誘導に対 して有権者がセ ンシ
ティブであることが想像できる。
分散を見ると,平 均値で 「そう思う」の多かった4項 目は分散が比較的小さ
い(1.0以 下)。 したがってく情報公開〉〈 自然保護〉〈地方分権〉〈男 女共同
参画〉 に関しては,有 権者の意見の分散が小さく,お おむね賛成と考えている
と考え られるであろう。
3.1.2因 子分析結果 と相関
この12項 目をいくっかのカテゴリーに分解するため,因 子分析を行 った。固
有値が1以 上の因子 を選択すると4因 子が析出された(表2)。 第1因 子 は
「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべき(成 分値0.799,以
下成分値略)」「地方議会に女性議員がもっと増えるべ き(0.776)」 「国 の権限
は地方に委譲すべき(0.574)」 「情報公開は行政の不正防止に役立っ(0.550)」
といった項目に大 きな負荷がある。〈男女共同参画〉に対す る項 目に0.7以 上
と負荷が大きい。 この4項 目はく男女共同参画〉〈地方分権〉〈情報公開〉と
いう項目に対応 している課題である。第2因 子は 「政府は原子力発電所 を減 ら
すよう努力すべき(0.761)」 「政府は防衛力の削減を進めるべき(0.754)」 と
いった項目に大きな負荷がある。 この2項 目は,第1因 子の今日的な課題 と比
較 して以前か ら市民運動 レベルにおいて大 きな問題であった課題である。第3
因子は 「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進あるべき(0.714)」
「行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない(-0.703)」 とい った項






























































































































政府は農業を保護すべき 0.049 一 〇.094
政府は原子力発電所を減 らすよう努力すべき 11:・ 一 〇.049 0.209
政府は防衛力の削減を進めるべき 0.064 一D .064 0.144
ごみや産廃では特定の地域への迷惑はしかたがない 一 〇.063 0.202 一 〇.123 一 〇.200 一 〇,088
自然保護のために公共事業の制限はしかたがない 0.126 一 〇.017 0.075 0.223 0.173 "II
女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべき 0.255 一 〇.056 0.168 0.185 0.162 一 〇.152 0.256
地方議会に女性議員がもっと増えるべき 0.281 一 〇.054 0.150 0.229 0.182 一 〇.151 0.180 殲鑢蕣
情報公開は行政の不正防止に役立っ 0.240 一 〇.031 0.073 0.101 0.049 一 〇.061 0.195 0.255 0.231
行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない 一 〇.107 0.147 0.046 一 〇.136 一 〇,109 0.233 一 〇.081 一 〇.105 一 〇.121 一 〇.057

















極的であるかを示 している。第4因 子は 「ごみや産廃では特定の地域への迷惑
はしかたがない(0.720)」 「予算は都市部の基盤整備 に使用すべき(0.690)」
といった項目に大きな負荷がある。 この2項 目は利益誘導に関する項目である。
以上の4因 子を解釈 しより少ない変数において構造を解釈するために,相 関
の高い2項 目に着目し,因 子構造の変化を見ることにした(表3)。 ここで は
ピアソンの相関係数が±0.300以上の2項 目に着目し,ど ちらか一方 の項目を
削除 して因子分析を行い,そ の結果から因子構造を解釈 した。 またお互 いの相
関係数の高い2項 目は同 じ指標を測っている可能性があり,ど ちらかの項目を
削除することによって変数項目の節約を試みる。
相関係数の高い2項 目は第1因 子では 「女性の社会進出のたあに国は労働 ・
家族政策を進めるべき」 と 「地方議会に女性議員がもっと増えるべき」(ピ ァ
ソンの相関係数0.658,以 下 ピアソンの相関係数略)が ある。 この2項 目は他




造 となることが推測される。第2因 子では 「政府 は原子力発電所を減 らすよう
努力すべき」「政府 は防衛力の削減を進めるべき」(0.357)が ある。 この2項
目は 「情報公開は行政の不正防止に役立っ」を除きほぼ同じ相関を示している。
先にも見たようにこの2項 目は1970年 代か らの市民運動 レベルで意味のある政
治課題である。第3因 子では 「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は
進めるべき」「行政の公開する情報 に制限があるのはやむをえない」(-0.372)
がある。 この2項 目は情報公開に関す る逆の立場 であ り,他 の相関を見ても









表4.第1因 子 「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべき」を削除 したケース
成 分












寄与率(累 積寄与率:54.6%) 15.4 15.0% 12.4% 11.8%
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
6回 の反復で回転が収束。成 分値:0.3未 満省 略。
表5.第1因 子 「地 方議 会に女性議員が もっと増え るべ き」を削除 したケース
成 分
1 2 3 4
情報公開は行政の不正防止に役立っ 0.714
国の権限は地方に委譲すべ き 0.647







行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき 0.050 一 〇.584
政府は農業を保護すべき 0.301 一 〇.324 0.558
寄与 率(累 積寄与率:54.9%) 16.3% 14.7 12.3% 11.5%
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
6回 の反復で回転 が収束。成分値:0.3未 満省略。
10
すると 「地方議会に女性議員がもっと増えるべき」の数値が小 さくなり(成 分
値0.776→0.578,以 下成分値略),逆 に 「地方議会に女性議員が もっと増 える
べき」を削除すると 「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべ
き」の数値が小さくなる(0.799→0.626)。 すなわち,相 互にこの2項 目を削
除することによって,も う一方の項目の成分値が小さくなることが確認できる。




また第1因 子か らく男女共同参画〉の1項 目を削除 した結果,第3因 子には
「政府は農業を保護すべき」という項目の負荷が増加 している。 なお第3因 子
での 「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき」を省いたケー




り,対 して第3因 子のく情報公開〉は 【保守的な政策課題】とも考えられる7)。
したが って第1因 子は1990年 か ら始まった新 しい政策課題のうねりである 【新
しい政策課題】 と解釈できるのではなかろうか。また,負 荷の状況から考える
と 「地方議会に女性議員が もっと増えるべき」を削除する方が解釈がしやす く
なると考えられる。
3.1.4第2因 子項目の削除による検討
第2因 子の 「政府は原子力発電所を減 らすよう努力すべき」 と 「政府 は防衛
力の削減を進あるべき」の一方を削除 したケースでは(表6,7),ど ちらか
一方を削除 したケースでも 「政府は原子力発電所を減 らすよう努力すべき」 と
「政府は防衛力の削減を進めるべき」の負荷は高いままである。 したが って両
者 はこの因子 において重要な変数であると考えられる。この因子は1970年 代以
前からある伝統的な政策課題 と考えられる。 しかしこの因子 においては 「政府
は農業を保護すべき」や 「自然保護のたあに公共事業の制限はしかたがない」
も負荷が高 くなる。 こうした因子 は自然保護 ・環境保護のために農業などの第
佛大社会学 第26号(2001)
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表6.第2因 子 「政府 は原子力発電所を減 らすよう努力すべ き」 を削除 したケー ス
成 分











政府は農業を保護すべき 一 〇.388 'II/
寄与率(累 積寄与率:56.0%) 16.5% 14.2 14.1 11.2%
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
9回 の反復 で回転が収束。成分値:0.3未 満省略。
表7.第2因 子 「政府 は防衛力の削減を進 めるべ き」を削除 したケー ス
成 分












寄与率(累 積寄与率:55.5%) 18.4 14.4 12.8% 10.0%
因子抽 出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
11回 の反復 で回転 が収束。成分値:0.3未 満省略。
12
一次産業の保護 ・育成を行 う活動を示 していると考えられる。 この1970年 代か
らある政策課題と新 しい環境に対する課題が同一の因子を形成 していると考え
られる。この両者に共通するのは市民運動であろう。すなわち1970年代か らの
反戦 ・公害に対する市民運動 と,環 境保護 に対する1990年 代か らのNPO・N
GOな どによる市民運動との共通性が指摘できるであろう。 したがって この因
子は 【市民活動型政策課題】と考え られる。
なお,第2因 子項目の節約によってその他の因子はほとんど影響を受けてい




第3因 子の 「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべ き」 と
「行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない」の一方を削除 したケー
















寄与率(累 積寄 与率:55.9%) 18.9 12.8% 12.4% 11.8%
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化を伴 うバ リマ ックス法。
8回 の反復 で回転が収束。成分 値:0.3未 満省略。
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表9.第3因 子 「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき」を削除 したケース
成 分












寄与率(累 積 寄与率:56.7%) 18.0 13.9% 12.5% 12.3%
因子抽 出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
6回 の反復 で回転 が収束。成分値:0.3未 満省略。
ケースでは(表8),「 情報公開は行政の不正防止に役立っ」と 「自然保護のた
あに公共事業の制限はしかたがない」が ともに同一の因子を構成する。 また







3.1で はく政策への意見〉をいくっかのカテゴリーに分解 し,そ の構造を
探 るために因子分析を行 った。その結果,第1因 子は 【新 しい政策課題】第2
因子 は 【市民活動型政策課題】第3因 子は 【保守的な政策課題】と解釈された。






また変数の削除によるより少ない変数 による項 目に関 しては,少 な くとも
「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進あるべき」 と 「地方議会に
女性議員がもっと増えるべき」の2項 目と 「政府は原子力発電所を減 らすよう
努力すべき」「政府は防衛力の削減を進めるべき」の2項 目のどちらか一方の
変数が意味構成上から重なりが大 きく,同 一の意見を質問 していると考え られ





まず12項 目別の性別による平均値 と分散をみる9)(表10)。 性別での平均の差
をみるためにここではT検 定を行った。検定の結果,男 性の 「そう思 う」 と答
表10.性 別 ×政策への意見 平均 ・T検 定 ・相関分析
平 均 値 分 散 相関関係
男性 女性 合計 男性 女性 合計 性 別
国の権限は地方に委譲すべき 1.96 2.16 2.06 0.84 1: 1' a>>o
予算は都市部の基盤整備に使用すべき 3.36 3.56 3.47 1.31 1.14 1.23 11:'
政府は農業を保護すべき 2.56 2.21 2.37 1.33 0.95 1.16
一 〇.164
政府は原子力発電所を減らすよう努力すべき 2.79 2.35 2.56 1.47 1.03 1.28
一 〇.194
政府は防衛力の削減を進あるべき 2.94 2.54 2.73 1.42 1.15 1.32
一 〇.174
ごみや産廃では特定の地域への迷惑はしかたがない 3.48 3.64 3.56 1.40 1.15 1.28 0.02
自然保護のために公共事業の制限はしかたがない 2.05 1.99 2.02 1.05 0.92 1': 11
女性の社会進出のために国は労働・家族政策を進めるべき 2.21 1.94 2.07 1・: 0.79 1'1
一 〇.144
地方議会に女性議員がもっと増えるべき 2.53 2.21 2.37 1.07 0.88 0.99
一 〇.160
情報公開は行政の不正防止に役立っ 1.99 2.04 2.01 0.99 1' 0.91 0.026
行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない 3.18 3.31 3.25 1.73 1.28 1.50 0.053
行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき 2.20 2.31 2.26 1.22 0.95 1' 0.054




えた平均が,女 性の 「そう思 う」 と答えた平均より5%水 準で有意であった項
目は 「国の権i限は地方に委譲すべき(男 性平均値1.96/女 性平均値2.16,以 下
平均値略)」「予算は都市部の基盤整備に使用すべき(男 性3.36/女 性3.56)」
「ごみや産廃では特定の地域への迷惑 はしかたがない(男 性3.48/女 性3.64)」
「行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない(男 性3.18/女 性3 .31)」
「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき(男 性2 .20/女 性
2.31)」 の5項 目である。対 して,女 性が 「そう思 う」 と答えた平均が,男 性
の 「そう思 う」 と答えた平均より5%水 準で有意であった項目は 「政府は農業
を保護すべき(女 性2.21/男 性2.56)」 「政府 は原子力発電所を減 らす よう努力
すべき(女 性2.35/男 性2.79)」 「政府 は防衛力の削減を進めるべき(女 性2.54
/男 性2.94)」 「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべき(女
性1.94/男 性2.21)」 「地方議会 に女性議員がもっと増えるべき(女 性2.21/男
性2.53)」 の5項 目であった。
この性別による傾向を先ほどのく政策への意見〉の因子構造 と対応すると,
男性は 【利益誘導型政策課題】 と 【保守的な政策課題】に関 して女性 より 「そ
う思う」の割合が高い。逆に女性は 【市民活動型政策課題】 に関 して男性より
「そう思う」の割合が高い。 【新 しい政策課題】では男性がく地方分権〉,女

















行 った。固有値が1以 上の因子を選択すると男性は4因 子が析出された(表11)。
全体の因子分析結果(表2)と 男性の因子分析結果の比較でみると第1因 子
は 「女性の社会進出のたあに国は労働 ・家族政策を進めるべき(成 分値0.841,
以下成分値略)」 「地方議会に女性議員がもっと増えるべ き(0.801)」 「国 の権
限は地方に委譲すべき(0.536)」 「情報公開は行政の不正防止に役立っ(0.514)」
といった項 目に大 きな負荷がある。 これらの項目は全体の第1因 子 と同 じであ
る。 したがって 【新 しい政策課題】 と考えられる。第2因 子は 「政府は原子力
発電所を減らすよう努力すべき(0.775)」 「政府は防衛力の削減 を進 めるべき
(0.683)」「政府は農業を保護するべき(0.517)」 といった項目に大 きな負荷が
ある。全体の第2因 子 と比較すると 「政府 は農業を保護するべき」の成分値が
上昇 している(全 体0.378/男 性0.517)。 したが って男性の場合農業を含 む
表11.因 子分析男性結果
成 分


















寄与率(累 積寄与 率:54.6%) 17.7% 13.4 12.6% 11.0%
因子抽出法:主 成分分 析 回転法:Kaiserの 正規化を伴 うバ リマ ックス法。
7回 の反復で回転 が収束。成 分値:0.3未 満省略。
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【市民運動型政策課題】がより強 く出現 していると考え られる11)。第3因 子 は
「行政の公開する情報に制限があるのはやむをえない(-o.758)」 「行政 の運営
を妨げることがあって も情報公開は進めるべ き(0 .711)」 といった項 目に大 き
な負荷がある。第3因 子においても全体の第3因 子 と同 じ傾向を示 している。
したがって男性の第3因 子は 【保守的な政策課題】 と考え られる。第4因 子は
「予算は都市部の基盤整備に使用すべき(0.759)」 「ごみや産廃では特定の地域
への迷惑 はしかたがない(0 .696)」 といった項 目に大 きな負荷がある。第4因
子も全体の第4因 子 と同じ傾向を示 している。 したが って男性 の第4因 子は
【利益誘導型政策課題】 と考えられる。
まとめると男性の因子構造は全体の因子構造とほとんど変わらないことが考
えられる。第2因 子だけが若干異なった傾向を示 しているが,そ の傾向はく従
来型の市民運動〉 とく新 しい市民運動〉 との近接性にある。 これは3.2.1
において女性に見 られ るタイプであると指摘 しておいたが,男 性の因子分析結
果か らみると男性の方にむしろこの傾向が強いことが推測されるかもしれない。
3.2.3女 性の因子分析結果
同 じく,固 有値が1以 上の因子を選択すると女性は5因 子が析出された(表
12)。 同じく全体の因子分析結果と比較を してみると,第1因 子 は 「地方議会
に女性議員がもっと増えるべき(成 分値0.829,以 下成分値略)」 「女性の社会
進出のために国は労働 ・家族政策を進あるべき(0.810)」 「国の権限は地方に
委譲すべき(0.569)」 といった項目に大 きな負荷がある。全体の第1因 子 と比
べると 「情報公開は行政の不正防止に役立っ」項目の成分値が低下するのが特
徴である。すなわち第1因 子はく男女共同参画〉とく地方分権〉だけで構成さ
れるようになる。 したがって女性では 【新 しい政策課題】ではく情報公開〉は
あまり重要視 されていないと考えられる。また男性との比較では 「地方議会に
女性議員がもっと増えるべき(女 性0.829/男 性0.801)」 「女性の社会進 出のた
めに国は労働 ・家族政策を進めるべき(女 性0 .810/男 性0.841)」 との項 目が
逆の関係になる。 これは女性の方がく女性の社会への参画〉を求める傾向が強
いか らではなかろうか。




















ごみや産廃では特定の地域への迷惑はしかたがない 1.: 0.419 0。466
寄与率(累 積寄与率:61.9%) 17.4% 12.2 11.0% 11.0% 10.4
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマックス法。
10回 の反復で回転 が収束。成分値:0.3未 満省略。
れは全体の第2因 子の傾向とほとんど変わ らない。
第3因 子は 「行政の公開す る情報に制限があるのはやむをえない(0.845)」
「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき(-0.157)」 といっ
た項目に大きな負荷がある。 これは全体の第3因 子の傾向とほとんど変わ らな
いo
第4因 子は 「自然保護のために公共事業の制限 はしかたがない(0.637)」
「行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき(0.605)」 「情報公
開は行政の不正防止に役立っ(0.529)」 といった項目に大きな負荷がある。 こ
れは全体では第1因 子を構成 していた 「情報公開」 と 「環境保護」が結びつい
た形式 となっている。先の3.2.1で は女性 は男女共同参画社会への政策を
望んでいるが,そ の政策は古 くからある 「反戦 ・反核」といった政策 も伴って
いると考えられると記 したが,そ の両者は因子分析によれば明らかに異 なった
因子となってでてきている。すなわち女性ではく古 くか らの市民運動〉 とNP
OやNGOな どによるく新 しい市民運動〉が分離 していることが解釈できるの
佛大社会学 第26号(2001)
地域住民の〈政策への意見〉に関して19
ではなかろうか。 したがって第2因 子と第4因 子 は女性の因子構造の中で市民
運動型の別な因子を構成 していると考えられる。 この違いは,例 えば女性の運
動へのかかわり方が男性の運動とのかかわり方 と異なっている所にあるのかも
しれない。 ここでは第2因 子をく古い市民運動型政策課題〉,第4因 子をく新
しい市民運動型政策課題〉とひとまず解釈 しておく。
第5因 子は 「予算は都市部の基盤整備に使用すべき(0.747)」 「政府は農業
を保護すべき(-0.637)」 といった項目に大きな負荷がある。第5因 子 は全体
の因子構造での第4因 子である 【利益誘導型政策課題】にあたる。
まとめると女性の因子分析結果では,第1因 子は情報公開を除いた 【新 しい
政策課題】,第2因 子 はく古い市民運動型政策課題〉,第3因 子 は 【保守的な









【新 しい政策課題】〈古い市民運動型政策課題〉 【保守的な政策課題】<新 し
い市民運動型政策課題〉 【利益誘導型政策課題】と解釈される。全体の因子分
析と比較 してみると女性の 【市民運動型政策課題】が第2因 子と第4因 子に分
かれているところに特徴がある。
これを性別という属性カテゴリーに対するジェンダーの視点か ら考えてみる
と,〈 古い市民運動型政策課題〉と考えられるタイプの政策への意見 は,従 来
の市民運動が行ってきたものである。その市民運動は労働組合が中心である。
しかし日本の労働組合は多 くの統計で見 られるように 「男性天国」 と言われる
状況である。 また働 く女性が多くなった今 もなお,性 別役割分業の構造によっ
て,女 性の労働はパー トタイムなどの限定されがちである(井 上輝子 ・江原由
美子2001)。 したがってこのく古い市民運動型政策課題〉 は男性の形成 して
20
きた 【組織的市民運動型政策課題】と考え られるであろう。 この 【組織的市民
運動型政策課題】では,多 くの女性たちのく政策への意見〉が無視されてきた
ことを物語るのかもしれない。 しか しなが ら 【保守的な政策課題】に関しても,
伝統的な利益誘導団体は,農 業共同組合,地 域の自治会であり,そ の団体 もな
お男性中心に運営が成 されているといって もいいであろう。 したがって 【保守
的な政策課題】においても女性たちの意見は無視されてきているであろう。 し
たがって女性 は政策への意見を表明するときには男性の形成 した組織型の運動
団体を通 してではなく,別 の政策への意見を表明する団体が必要 とされたので
はなかろうか。
こうした女性の政策への意見に関する形式は,男 性の作った組織が年齢や職
業などに縛 られた 「縦の関係」に対 して 「横のっなが り」で形成 されているよ
うであるしたがってこの女性の作 った新 しい政策提言の形式を組織化 されない
【ネットワーク的市民運動型政策課題】と解釈 したい13)。逆にいえば男性 には











「女性の社会進出のために国は労働 ・家族政策を進めるべき」 と 「地方議会 に
女性議員がもっと増えるべき」の2項 目と 「政府は原子力発電所を減 らすよう
努力すべき」「政府は防衛力の削減を進めるべき」の2項 目のどちらか一方の
変数が意味構成上から重なりが大 きく,同 一の意見を質問していると考 えられ
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る。 したがってこの両者のうちどちらか1項 目を削除 した10項 目によっても以
上見てきた因子構造が析出されると考え られる(以 上3.1)。
次に性別という属性 によるく政策への意見〉の因子構造における差異にっい
て概観 した。男性の因子分析では 【新 しい政策課題】【組織的市民運動型政策
課題】【保守的な政策課題】【利益誘導型政策課題】と解釈 した。 これは全体の
因子分析 とほぼ同一の傾向を示 している。男性の因子分析では 【市民運動型政
策課題】 に農業保護の観点が加わるのが特徴的である。女性の因子分析では
【新 しい政策課題】【組織的市民運動型政策課題】【保守的な政策課題】【ネッ
トワーク的市民運動型政策課題】【利益誘導型政策課題】 と解釈 され る。全体
の因子分析と比較 してみると 【市民運動型政策課題】が男性には 【組織的市民
運動型政策課題】 しかなく,女 性には 「組織的」 と 「ネットワーク的」に分か
れているところが特徴である。 この特徴に関 して日本の市民運動組織団体の中
心 メンバーが労働組合などによる組織的に編成された男性に偏 っており,女 性
の政策提言の場ではないことから,女 性は自分たちのネットワークを利用 した
グループから提言 してきたのではないかと考えた。(以 上3.2)
今後の課題 として,① 項 目の再検討と変数の節約 によるく政策への意見〉項
目に関するより精緻化 した項目の作成が挙 げられ る。 ここでのく政策への意
見〉 はすべての政策への意見を網羅 したものではない。 したがってここで検討
したユ0項目にいくっかの見解を付加 してより全体的な項 目作成を行いたいと思
う。② ここでの因子分析を他の項目とクロスさせることでより妥当な解釈が行
えるであろう。 ここでは性別のみを用いて分析を行 ったが,年 齢や 【利益誘導
型政策課題】の都市部 ・農村部での展開などにっいても今後行いたいと思う。
注







行財政改革 の 「戦後 日本の行政の全面 的見直 し」 の中で注 目を浴 び,1989年12月 の
第二次臨時行政改革推進審議会 での地方分権 の推進 に関す る答申や1993年10月 の第
三次臨時行政改革推進審議 会での最終答 申での地方分権 に間する立法 化 の推 進 を含
む最終答申 となって現われ る(五 十嵐敬善 ・小川 昭夫1995:50-88,毛1997:
1-17)0
2)こ う した システムの構築 に際 しては,古 くは高度成長期以降の住民 運動 が 盛 んで
あった頃地域主義が叫ばれていた(山 岡栄一1977)。 最 近で は広 く市 民活 動,あ
るいはNPO,NGOと い った活動 を焦点 に して考 える必要があ るであろ う。
3)こ う した ジェ ンダーに関す る構築主義 的な議 論 はButler,J(1990=1999)な ど
を参照。
4)地 方 自治研究会が1998年 か ら2000年 にかけて行 った調査 の具体的な概 要 につ いて
は瀧本佳史(2001:319-323)を 参 照。 また1999年 有権者調査の質問票 は地 方 自治
研究会(2001:345-358)を 参照。 なお この小論 は1999年 近畿圏有権者 調査 のデ ー
タの二次分析で ある。1999年 有権者調査 に関す るい くつかの分析 は地方 自治 研 究会
(2001)を 参照。
5)た だ しこの12項 目によって政策への意見 と考え られ る質 問のすべて を網羅 して い
るわけで はない。 この項 目はあ くまで も研究会 メンバーの総意 にもとづき,メ ンバー
の関心 の必要最小限 な項 目と して選定 されてい る。また以下 の分析で は当該12項 目
の質問文を適宜省略 し,「国 の権限 は地方に委譲すべ き」 「予算 は都市部 の基 盤 整備
に使用すべ き」「政府 は農業 を保護すべ き」「政府 は原子 力発電所 を減 らす よ う努力
すべ き」「政府 は防衛力 の削減を進め るべ き」「ごみや産廃 では特定の地 域 へ の迷惑
は しか たが ない」 「自然保護 のために公共事業の制限 はしかたが ない」 「女性 の社会
進 出のために国は労働 ・家族政策を進め るべ き」「地 方議 会 に女 性議 員が も っと増
えるべ き」 「情報公開 は行政 の不正防止 に役立つ」「行政の公開す る情 報 に制 限 があ
るのはやむ をえない」「行政 の運営を妨 げることがあ って も情報公開 は進 め るべ き」
とい う文章 を使用 している。
6)た だ し 「行政 の公 開す る情報 に制限が あるの はやむ をえ ない」 「予 算 は都 市部 の
基盤整備 に使用す べ き」 との相関(0.147)は 無視で きない とも思 われる。 とい うの
は今 まで予算 は情報 が明 らかにされ ないまま農村部の基盤整備に使用 され て お り,
それの対抗 する軸 としては 「情報が明 らか にされ ないまま都市部 の基盤 整備 」 も し
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くは 「情報 を明 らか に して都市部 の基盤整備」 の双方 があ ると考え られ るか らで あ
る。 すなわちく利害誘導〉 とく情報公開〉 にはかな りのズ レがあ るよ うである。
7)農 業保護 は自然保護 と結 びっ いたネオルー ラリズムの思 想,従 来 の保守 的 な農 業
保護,日 本 の食料事情か ら考 えた農業保護 な どが考 え られ る。 第3因 子 を構成 す る
2項 目の方向性 は農業保護 は情報公開制限を結 びつ いてい る。 したが って こ こで は
【保守的 な政策課題】 と考 えた。 ただ,こ の調査票 では 自然保 護 と農 林業 支援 が一
体化 している質問項 目 もあるので,農 業支援 と情報公開 の結びつ きは 【ポス トモ ダ
ンな政策課題】な のか 【プ レモダ ンな政策課題】 であ るのかについて はよ り深 い解
釈 が成 されるべ きで あろ う。
8)「 地方議会 に女性議員が もっと増え るべ き」 と 「政府 は防衛 力 の削 減 を進 め るべ
き」 を削除 した10項 目で の因子分析を試みに行 った結果(表13)で は,第1因 子 は
【新 しい政策課題】第2因 子 は 【市民活動型 の政策課題】 であ り,第3因 子 に 【利
益誘導型 の政策課題】 そ して第4因 子 に 【保守 的な政策課 題】 が析 出され た。 つ ま
り10項 目でもほぼ同一 の結果 となることが確 かめ られた。 ただ し第4因 子 にお いて
「行政 の運営を妨 げる ことが あって も情報公開は進 めるべ き」 と 「行 政 の公 開す る
情報 に制限が あるのはや むをえない」 との因子 の固有値 は1以 下 であ り,ま たス ク
表13.10項 目による因子 分析結果
成 分
1 2 3 4
国の権限は地方に委譲すべ き 0.722
情報公開は行政の不正防止に役立っ 0.710






行政の運営を妨げることがあっても情報公開は進めるべき 0.419 一 〇.627
政府は農業を保護すべき 0.441 一 〇.313 0.511
寄与率(累 積寄与率:57.4%) 16.4% 14.4 13.6% 13.1
因子抽出法:主 成分分析 回転法:Kaiserの 正規化 を伴 うバ リマ ックス法。
7回 の反復で回転が収束。成 分値:0,3未 満省略。
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リープロ ッ トで も第3因 子 と第4因 子間に差があ り,通 常 の見解で は第4因 子 で あ
る 【保守的 な政策課題】 は析出 されない ことにな る。
9)性 別の割合 は男性716名(47.1%)女 性(52.9%)で ある。
10)分 散 に関 して は女性 の方が男性 より分散が小 さい。 これが何 を意味 して い るの か
につ いて は今回 は紙面 の都合上割愛 した い。
11)こ の傾 向は男性 がよ りネオル ーラ リズムに近い考え方を して いるか もしれ な い。
このことについては今後 より研究を進 めて いきた いと思 う。
12)試 みに前節 で行 ったようにく男女共同参画〉項 目の どち らか の項 目を削 除 して 因
子分析 を行 うと 「男女共同参画」 の成分値 は減少す る。ただ しこの分 析 の詳 細 は紙
面 の関係上割愛 したい。
13)女 性 の 【ネ ッ トワーク的市民運動】 は,横 のっ なが りが出来 ない男 性既 存 の組 織
を守 る ことに精 一杯の男性へ のア ンチテーゼとなって いるのか もしれない。
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"O
pinionsonPolicies"
whichtheAreaInhabitantConsiders
TakaoOtsuka
Thepurposeofthispaperisanalyzingstructuresof"Opinionson
policies"12itemin1999Kinkiareavoterinvestigations,whichlocal
autonomyresearchmeetingwentforin1999.
Byfactoranalysisof"Opinionsonpolicies"12items,first,itwas
analyzed"thenewpolicysubject"factor,"citizenmovementtype
policysubject"factor,"conservativepolicysubject"factorand"prof-
itsguidancetypepolicysubject"factor.Second,bycorrelationanal-
ysisofthere12items,itwasanalyzedthatthesamefactorappeared
fromtenitems.
Moreover,byrelationbetween"sex"and"Opinionsonpoliceis"12
items,themaleconsidersa"civicmovementtypepolicysubject"fac-
for"wasmoresystematicthanthefemale.Thefemaleconsidersthat
a"civicmovementtypepolicysubject"is"more"and"less"system-
atic.
Thisfeatureisconsideredasfollows.Sincemalesaremainmem-
bersinmanyJapanesecitizenmovementorganizations,females
cannotmakeapolicyproposalinthereorganizations.Therefore,
femaleshavemadetheoriginalcivicmovement,whichisnotsystem-
atic.
